生活保護の通院移送費削減の撤回を求めて、
共同行動への参加を呼びかけます
２００８年５月２日
各団体御中
生活保護問題対策全国会議　代表幹事　尾藤廣喜
中央社会保障推進協議会　代表委員　住江憲勇
全国公的扶助研究会　会長　杉村宏
全日本民主医療機関連合会　会長　鈴木篤
ＮＰＯ法人自立生活サポートセンター・もやい　理事長　稲葉剛
特定非営利活動法人DPI日本会議　議長　三澤　了
全国生活と健康を守る会連合会　会長　鈴木正和
日頃より、国民の暮らしと医療を守るために奮闘されていることに敬意を表します。

国・厚労省は、４月１日から生活保護の通院移送費の削減を強行しました。すでに、多くの自治体で打ち切りが始まっています。この削減は、実質的な基準引き下げになり、生活保護世帯の生存権を著しく侵害するものです。通院移送費の削減は、受診抑制をひきおこし、命と医療を受ける権利を奪うものでもあります。同時に、３月３日に発表して、４月１日実施はあまりにも乱暴なもので、手続き的にも大問題です。
そこで、貴団体で厚労省や国会議員などへの働きかけをおこなっていただくようお願いします。また、私たち７団体は、通院費削減撤回を求めて、次のように、国会議員要請、厚労省前での宣伝・抗議行動、院内集会などを行いますので、参加いただくようお願いします。
記

１．５・１４国会議員要請、宣伝行動
（１）日時・集合　５月１４日(水)  午後１時４０分衆議院議員面会所
（２）午後２時～３時　国会議員への要請行動
２人くらいで組を組んで、議員要請をします。
各団体で議員に渡す要請書や資料があれば、３０部印刷して持参ください。

（３）午後３時３０分～４時３０分　厚労省前での宣伝・抗議行動
各団体で５分程度訴える弁士を準備してください。
この時間内に厚労省への要請をおこないますので、要望書などを
厚労省に提出される団体は持参ください。また、旗やノボリなどを持参ください。
２．５・２１院内集会

（１）日時 ５月２１日（水）１２：３０～１４：００

（２）会場 衆議院第１議員会館第１会議室

＊会館への通行証は、１２：００よりロビーでお渡しします。

３．その後の行動は、下記のように予定しています。確定次第お知らせします。

□６月９日（月）午前１０時～厚労省交渉、１２：００～　院内集会
（連絡先）生活保護問題対策全国会議

　事務局長　弁護士　小久保哲郎

　　　　ＴＥＬ０６－６３６３－３３１０

　　　　ＦＡＸ０６－６３６３－３３２０

